
の後『JECA FAIR』と名称を変え、2019 年の出展者
は 241 社となり、2020 年 5月 27 日から 29日にか
け て イ ン テ ッ ク ス 大 阪 で 開 催 さ れ る『JECA 
FAIR2020』は通算 68回目を迎える。
　電気工事業界ならびに同関連業界では国内最大の組
織となる日本電設工業協会の後藤清会長に人材の確保
および働き方改革に対する捉え方を伺った。

　一般社団法人日本電設工業協会は、国内の大手・中
堅電気設備工事会社および各都道府県にある電業協会
が正会員となり、電設資材メーカーや販社および各種
団体が賛助会員となって、工・製・販一体で組織され
ている。
　電気工事業および関連事業における経営、技術、安
全、品質、人材に関わる調査・研究を行い、1957 年
に 12 社の出展者で始まった『優良電設資材展』はそ

億円だとしますと、50 億円が電気設備ということに
なります。
　しかも、電気設備に対してはあまり関心が示されな
いので、新築工事であっても、意外と電気設備は最新
のものではないケースが少なくありません。やはり、
電気設備に対するお客様の関心度は低いと感じます。
　しかし、電気設備が壊れると全ての設備が止まりま
す。ですから、電気設備の重要性を改めて訴えていき
たいと思います。
井口　電気設備が 100％壊れない保証はありません。
ですから、電気設備にトラブルが起こった時にどのよ
うな対応策を行うのかが、むしろ大切だと思います。
後藤　これからの電気工事業界で起こる出来事は、想
定外のことも多くあるとか思います。電気設備を強靭
化することも一つの対策ですが、やはり問題が起こっ
た時の自衛の対策を考えておかなくてはいけない。例
えば、非常用発電機を備えて、停電した場合に何日間
くらいなら耐えることができるのか、あるいは蓄電池
などで備蓄する必要があるのか。そういうことを真剣
に議論するべき時期がきていると思います。今後の台
風被害への対応では、特殊車両の通行許可などの法的
な規制の緩和なども必要になると思います。
井口　各都道府県にある傘下の電業協会では、すべて
ではないようですが自治体と防災協定を結んでいま
す。ただ、公共施設を対象とするものが多いようです。
後藤　一般施設は無理だと思いますが、大きな、公共
の建物に対しては防災協定のような決まり事を行って
いくべきと思いますし、検討していきたいと思います。
各自治体と電気工事業界というより、国全体としてど
のように対応するのか、といったもっと広域な範囲で
の支援体制をどのように構築していけばよいのかとい
うことを、電設協としては議論していきたいと考えて
います。
　今回の台風 15 号、19 号による被害への対応で、
現場からいろいろな体験や振返りの事項を聞いている
なかで様々な話が出てくると思うので、今月（11 月）
行われる国交省との懇談会で問題提起をしたいと思っ
ています。

電気設備の重要性を改めて訴えていきます

井口　社会インフラとしては道路、鉄道、電気、水道
などがありますが、今回の台風 15号による被害では、
停電となったために水道やトイレ、風呂などが使用で
きなくなり、生活基盤における電気の社会的重要性が
改めて浮き彫りになりました（取材日は１０月17日）。
後藤　今回の台風 15 号、19 号によって被災された
皆さまにはお見舞い申しあげますとともに、早い復旧
をお祈りいたします。台風 15 号の被害に関しまして
は、あれだけ大規模な停電は、近年では経験したこと
がないレベルのものです。これは電設協としての話で
はないので恐縮ですが、関電工（後藤清会長は、関電
工の代表取締役会長でもあります）としては、長時間
に渉り、協力会社とともに総力をあげて対応いたしま
した。
井口　15 号、19 号の台風被害に対し、実際、延べで
どのぐらいの人数が動員されたのでしょうか。
後藤　延べで２万人以上です。
井口　道路上に倒れた電柱が映し出され、復旧のため
に作業をしている電気工事会社の姿が何度も映像と
なってテレビで放映されました。
後藤　頑張ってくれていましたね、と励ましや感謝の
メールなどを各地でいただいています。ですから、電
気工事会社が前面に立って復旧作業をしていることを
皆さんに認識してもらえたと思います。
　台風 15 号による停電や北海道での大規模停電（ブ
ラックアウト）などは、今まで経験したことがありま
せん。私は、電気設備は社会インフラの中でも重要な
インフラだと以前から申していましたが、台風 15 号
による被害では、電気が無ければ水道施設も機能しな
いわけで、改めて電気の重要性を理解していただけた
のではないかと思っています。
　そうした最も重要なインフラである電気設備を保持
するのが我々の使命であります。ただ、電気設備には
あまりお金がかけられていないように思えます。大ま
かな捉え方になりますが、建築費を 100 としますと、
電気工事の費用は 10 ぐらいです。仮に建築費が 500

目指そう” を大会のスローガンとしましたが、そのた
めには働き方改革を実現するとともに、処遇の改善、
つまり年収を増やさなければならないと考えていま
す。ただ、即効性のあるものではないので、地道に、
確実に取り組んでいきます。
　少子化の影響によって、工業高校の定員が減少して
いるので、普通高校あるいは女性の採用を増やそうと
していますが、少子化によって絶対数そのものが減っ
ているために外国人の採用も一つの選択肢として視野
に入れておく必要があります。
　そこで、今年９月に一般社団法人建設技能人材機構
（JAC）の正会員になりました。JACは、特定技能者（在
留資格者）の受け入れに関する行動規範の策定や順守
状況の確認などを行う機関ですが、電設協内に専門委
員会を設けて、今後いろいろと検討していきます。

人口減少が進むなか、長期的には外国人の採用が不可
欠になる

井口　社会インフラのなかでもその重要度が今後さら
に高まる電気設備ですが、電気設備を新設、維持する
ためには国家資格を持った人材の確保が不可欠です。
後藤　たしかに人材確保には苦労していますが、背景
には、少子高齢化が進んでいることや、若い人たちが
3K職場を選択しないとか、あるいは週休２日制を採っ
ていないような業界には卒業生を入れられないと学校
の先生に言われたりする、といったことがあると思い
ます。ですから、人材確保を難しくしている要因をな
くさなければ若い人材を今後も確保できないわけで
す。今年 10 月に仙台市で行った会員大会では、“行動
する電設協として「夢と生きがいのある電設業界」を

し、これに基づいて各企業が努力してください、いう
ことをお願いしていますが、現実的には東京オリン
ピック・パラリンピック開催を控えているので、今が
一番忙しい時期です。むしろ、長時間労働は増える傾
向にあります。
　現状は、理想と現実にギャップが非常にありますが、
さきほど話しましたように、働き方改革は絶対にやら
なくてはいけない話なので、そのための調査を行い、
長時間労働の原因に関するアンケートを取って、分析
しています。
　分析では、長時間労働は自力で解決できる要因と他
力的な要因の 2 つの要因によるものとらえています。
自力的な要因に対しては、生産性の向上と、作業の高
効率化を図るためにロボットやドローンを利用すると
か、あるいは ICT（情報通信技術）を活用して計測し
たデータをタブレットに入力し、現場で効率よく利用
するといったことで対応できるのではと考えていま
す。
　他力的な要因としては、作成書類が多いとか、本来
はやらなくてもよい仕事を電気工事会社がやらなくて
はならないとか、また建設の工程がギリギリであるた
めにしわ寄せがすべて電気工事会社にかかってくるな
ど、我々では対応ができない部分が多々あります。む
しろ、他力的な要因の方が大きいかもしれません。
　こうした分析結果を発注者やゼネコンの皆様に申し
入れをして、改善していかなければならないと思って
います。
井口　電気工事業は請負業だけに、業界全体で働き方
改革を推進するためには、やはり社会の後押しが必要
なのでしょうか。
後藤　やはり、社会の理解がないと難しい問題です。
我々業界だけの努力では進まないので、是非、本気で
社会全体で週休２日を取ろう、という社会的な雰囲気
にしていかなければならないと思います。
　実際、国交省の現場では積極的にモデルケースを
作って週休２日を実施してくれていますし、電力会社
が行う送電線工事でも進めようとしてくれています。
　ただ、工程が決められてしまうと、そのなかで週休

　特定技能の定義あるいは作業の内容や仕組みを改め
て整理し、来年か再来年くらいに外国人を特定技能者
として受け入れたいと思っています。もちろん、すぐ
に何十人も受け入れられるものではないですが、これ
から本当に困る時が来ると思うので、それに備えて準
備をしなくてはいけないと思います。
井口　2018 年 10 月 1 日現在の人口分布によると、
１4歳が男女合わせて 109 万人、0歳児は 92 万人で
すが、これは今後 14年間、15歳から 29歳までの若
者が漸減していくことを意味しています。さらに
2018 年では年間 136 万人が亡くなり、出生者 92万
人を上回っています。人手不足を根本的に解決するた
めには、外国人の採用は不可欠だと思います。
後藤　私もそう思います。若い人は、建設業だけでは
なく、あらゆる業種で取り合いです。外国人労働者を
入れることに対しては、電設協の中でもいろいろな意
見があり、必要ないという意見もありますが、私は、
外国人労働力の必要性を強く説いています。
　また、外国人が電気工事業に就いたら、我々の賃金
が絶対に下がってしまうと危惧する人もいますが、既
に経済が成熟化しているヨーロッパでは外人労働力な
くしては経済が成り立たないわけですから、日本にお
いてもいずれそういう時代が必ず来ると思います。そ
この議論を避けているのかは分かりませんが、なかな
か前に進みません。

固定観念を変えなければ働き方改革はできない

井口　長期的な視点では、外国人の採用は不可欠だと
思いますが、現状、人材を確保するためには、先ほど
お話がありましたが、働き方改革を推し進めていかな
ければなりません。
後藤　働き方改革推進には、「長時間労働の是正」と「週
休２日の確保」の 2 つの柱があります。建設業は
2024年4月まではまだ猶予期間中ですが、これはやっ
ぱり絶対に実現するべき課題だと思います。
　昨年 4 月に「働き方改革に向けた基本方針」を策定

　ただその場合は、作業員をプールしてお
いて順次交替するといったことも一つの対
応ですが、社会の理解として、週休２日を
みんなでやるということになれば、休日で
はなく、平日に作業を行うといった考え方
が広まるべきだと思います。
　具体例を話しますと、電力会社が行う電
気の停止工事はだいたい土日ですが、土日
ではなくて平日に行なおうと努力している
電力会社もあります。やろうと思えば、や
れなくはないのです。
　固定観念を変えないと、働き方改革はな
い、と思います。それくらい、働き方改革
は社会の大きな変化だと認識しています。

　電気の停止工事は土日しかできない、という固定観
念を改め、そうではなくて平日に行えるように負荷を
工夫するとか、もっと努力をしなくてはいけない。
　そのためには民間では無理なので、できれば国や地
方自治体、さらに公益的な電力会社とかそうしたとこ
ろから始めてもらえれば、民間にまで波及していくの
ではないかと思っています。

社会に役立っている事実が、電気工事業に対する社会
的な認知度の向上につながる

井口　人材確保や働き方改革を促すためには、いずれ
にしましても電気工事業の存在を多くの人々に認知し
てもらうことが重要だと思われます。
後藤　多くの若者に電気工事業界を認知してもらうた
めには、ユーチューブなどのような、若者が普段よく
見るものを活用していくことで、若者の心に訴えるこ
とが大事だと思います。
　電設協創立 70 周年記念事業として「電設業界へよ
うこそ」というビデオを作成し、ホームページに掲載
していますが、従来のアイデアとは全く違って、昔な
ら「頑張っているぞー」という形でアピールしました
が、今は違います。

2 日を実施することはなかなか難しいです。現実的に
どのように対処すればよいのか不安になると思いま
す。働き方改革は自分で対応できることと、そうでは
ないことがあります。問題は、そういう課題をどのよ
うに解決するかです。
　いずれにしても実態調査を踏まえ、好事例や省力化
あるいは効率的な技術などを電設協のホームページで
紹介して、働き方改革になかなか取り組むことが難し
い中小の電気工事会社の方々にも取り組んでいただけ
るような仕組みを考えています。
井口　経済が成熟化するにつれて、建築市場において
は、新築の伸び率よりもリノベーションの伸び率の方
が高まっていくと考えられますが、リノベーション工
事は、その性質上、夜間とか土日といった時間的な制
約の問題が出てきます。
　仮に、働き方改革の推進によって週休２日になって
も、新築工事はともかくも、リノベーション工事では
どのように対応するのか、といったことが課題として
挙がってきます。
後藤　新築工事では本当に上手くいけば、土日の休日
は大丈夫だと思っています。リノベーション工事は、
稼働している状態を停止できるのは夏休みとか、夜間
とかになりますが、そこは電気工事の宿命だと思いま
す。そのように受け入れざるを得ない。

（電気工事に携わる電工・技術者・研究者の総称）と
いうゲームがあります。アメリカで大停電が起こり、
エレクトリシャンが主人公になって復旧させていく
ゲームですが、同じように、大停電を起こした北海道
を舞台に、電気工事に関わる人たちが内線工事を含め
た電気の復旧に向けて活躍する姿をドラマ化し、テレ
ビで放映することは可能ではないでしょうか。
後藤　ご提案ありがとうございます。難しいとは思い
ますが、一方策として検討したいと思います。
井口　日本電設工業協会、全日本電気工事業工業組合
連合会が主催で、さらに日本電設資材卸業協同組合お
よび各電設資材メーカーが協賛すれば、実現の可能性
は一段と高まります。
　しかもドラマ化を機に、電気工事業という同じ土俵
にいるにもかかわらず疎遠がちな電設協と全日電工連
の連携が密になれば、労働力不足の緩和につながりま
す。さらに電気工事業の社会的役割が認知され、若者
の入職につながります。音頭を取れるのは、電設協の
後藤会長です。
後藤　趣旨は分かりました。これからは大変な人の取
り合いが始まりますから、いろいろな努力をしていか
ないといけないと思います。困難な課題は多々あると
思いますが、頑張っていきます。

　女性従業員を進行役として女性を含めた各社の社員
との対話を通して電気工事業界の魅力をアピールした
ことにより好評でした。やはり、いかに若い人の心に
訴えるかが大切なことだと思います。
　余談ですが、ある地方の電気工事会社の社長から大
手電工会社がスポンサーになって電気工事のテレビコ
マーシャルを流して欲しい、と言われました。中小の
電気工事会社では難しいので、大手でできるのであれ
ば、テレビコマーシャルを流したいと思っています。
　社会的な認知度を高めるという視点でいうと、建設
業と同じように苛酷とされている消防士の世界では、
人手不足に困っていないようです。
　なぜかというと、社会に役立っているからです。社
会に役立つ仕事をしたい若者が多いわけです。我々も、
台風被害で停電になったときにきちんと業務を遂行し
たことで、社会に役立っているということを理解して
もらい、社会的な認知度の向上につながったと思って
います。
　ですから、ただ単に大型ビルやシンボリックな建物
の電気工事を手掛けたとアピールするだけではなく、
災害の時には真っ先に飛んで行って停電を復帰させる
という、社会に役立っている存在であることを、いろ
いろな形でアピールする必要があると思います。
井口　電気工事業界以外で、具体的な動きをしている
業界はあるのでしょうか。
後藤　送電線の業界ですが、送電線建設技術研究会と
いう一般社団法人があって、私は関東支部長をやって
いますが、鉄塔関係も人手の確保が大事な業界です。
若者向けにアニメを活用したパンフレットを作成した
り、鉄塔を写した「鉄塔カード」を今年３月に発売し
ています。
　鉄塔カードの人気は凄く、基本的には工事業者に無
料で配布しましたが、一般向けには東京電力から 1 枚
500 円で販売されました。販売枚数が 200 枚に限定
されたために、希望が殺到しました。やはり、若者に
認知度を広げるためには、こうしたことが大事だと思
います。
井口　任天堂のテレビゲームに「エレクトリシャン」
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